


厚木基地問題に関する要望 
 

本市は、首都圏から４０キロメートルという地理的好条件に恵まれておりますが、

昭和１６年に厚木基地が設置されて以来、８０年以上にわたり行政面積の１８％を占

めていることから、都市形成は大きく阻害され、広範多岐にわたり市民生活にも大き

な不利益が生じています。 

厚木基地は全国にも類のない、過密化した住宅地に所在する航空基地であり、我々

市民は航空機騒音被害や事故への不安など多岐にわたる問題を抱えております。 

航空機騒音については、我々の悲願でありました空母艦載機の移駐が平成３０年に

完了し、騒音は相当程度軽減してきておりますが、昼夜を問わず基地周辺で繰り返さ

れるヘリコプターなどの周回飛行や移駐完了後も甚大な騒音を発するジェット戦闘機

の飛来により、完全には解消されておりません。 

また、米陸軍による訓練や日米共同訓練に伴う航空機の整備拠点としての使用など、

移駐前にはなかった新たな運用が行われるようになり、さらには、力による一方的な

現状変更という国際秩序の根幹を揺るがすロシアのウクライナ侵略などにより、我が

国の安全保障環境が厳しさを増す中、日米同盟の強化、日本の防衛力強化の方針が示

され、基地の今後の運用に不安を感じているところです。 

待ち望んでいた騒音の負担が軽減されたところでの、このような新たな運用は容認

できません。 

このような中で、今後の厚木基地の運用については、引き続き注視していく必要が

あると考えております。 

基地が所在することにより我々市民は様々な負担を強いられ続けることから、基地

機能の整理・縮小・返還は切実な願いです。 

さらに、基地が返還されるまでの間は、我々市民が受けている不利益を補うため、

基地を資源として活用することも必要であると考えます。 

最後に、日米地位協定については、締結後６０年以上が経過し、締結当時とは日本

を取り巻く安全保障の環境や経済情勢は大きく変化し、また、多くの基地問題が生じ

ているなか、環境問題や事件、事故などに対応するための運用の改善等が行われてい

るところではありますが、十分なものとはなっていません。 

基地の運用から生じる様々な問題の解決のため、改定を含めた見直しを求めるもの

です。 

以下、厚木基地の諸問題について、早急に解決されるよう８万市民を代表する本協

議会として強く要望します。 
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